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【実現ステップ】

目標

実績

目標

実績

目標

実績

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成32年度

目標 ― ― ― ― 10% 11% 12% 13% 15% 20.0%

実績 9.9% 12.0% 8.9% 9.3% 10.3%

目標 ― ― ― ― 2,400人 2,800人 3,000人 3,500人 4,000人 4,800 人

実績 2,159人 2,686人 2,194人 2,297人 2,443人

目標 ― ― ― ― 15件 15件 15件 15件 15件 15 件

実績 10件 11件 11件 11件 15件

【施策の展開】◎は重点的な取組み

計画

取組実績

成果

次年度課題

自主防災組織からの防災訓
練への参加者数

災害時における協力協定の
締結数

平成23年度 平成27年度

生命・財産を守り、安心して快適に暮らせるまちにします

16,690千円

後期終了年度
平成25年度

広域での連携・協力による災害時の対応が強化されています。

平成24年度

市民、事業者、市が一
体となった防災活動が
展開されている

平成23年度

地域防災計画の評価

平成32年度

平成32年度平成23年度 平成24年度

担当部（統括部）

前期終了年度
平成27年度

市民や事業者に自助・共
助の意識が浸透している

平成32年度に実現している姿

自助・共助の意識が浸透し、市民、事業者、市が一体となった防災活動が展開されています。

総務部

平成32年度

市民や事業者が自助・
共助の意識のもと、防災
対策を実施しつつある

目標の姿の実現まで
至っていない

防災対策事業4,682千円・情報収集伝達体制整備事業4,704千円・防災資機材及び備蓄用品整備事業3,411千円・防災演習事業2,131千円・災害時要援護
者支援事業1,762千円（防災管財課）

実現している姿を確認する指標

後期終了年度

前期終了年度

平成25年度事業

第３期実施計画期間

広域の連携に対する条
件整理がなされている

平成24年度 平成25年度

広域の防災訓練を実施
している

第３期実施計画期間

前期終了年度

自主防災組織を中心に
した防災訓練が充実して
いる

平成26年度

目標の姿の実現まで
至っていない

平成27年度平成25年度 平成26年度

市民や事業者の災害に
対する意識が高まり、市
や地域で行う防災訓練
に参加している

自主防災組織で防災対
策について活発に議論
されている

第３期実施計画期間
平成26年度

災害時要援護者台帳が
作成されている

目標の通りの姿を実現
できた

避難所における職員の
配置人数の増強など一
部の変更項目の抽出を
行った。

広域での連携・協力が
充実し、防災体制が強
化されている

自主防災組織からの防災訓
練への参加率

広域の連携・協力が一
部進められている

広域の連携・協力体制を
構築している

広域の連携・協力が拡大
している

後期終了年度

◎災害・危機管理体制と対応能力の強化

防災計画の細部変更項
目を抽出

大阪府の防災計画の見
直し事項を検証

地域防災計画の見直し
作業開始

地域防災会議の開催と
地域防災計画を変更

地域防災計画の実施

各種防災・危機管理の計画やマニュアルなどに基づき、災害や危機発生時に的確な対応ができる体制を整備し、演習や訓練、備蓄用品や災害用資機
材の充実を図ります。また、災害別の対応について、一層の周知を図ります。

平成25年度事業費計

現行の地域防災計画の
修正すべき箇所を一定、
把握することができた。

地域防災計画の細部ま
で検討に至っておらず、
大阪府の防災計画の見
直しを含め、今後検討し
ていく必要がある。

まちづくりの目標
政策 

施策 災害や危機に強いまちにします

災害時要援護者台帳が
整備されつつある

災害時要援護者台帳が
整備され、取扱いについ
ての検討が始まっている

災害時要援護者台帳の
取扱方が決まり活用が
始まっている

災害時要援護者台帳の
取扱方が周知され活用
が拡り、要援護者の支援
計画作成が始まっている

災害時要援護者台帳に
基づき要援護者の支援
計画が作成されさてい
る
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計画

取組実績

成果

次年度課題

計画

取組実績

成果

次年度課題

計画

取組実績

成果

次年度課題

計画

取組実績

成果

次年度課題

計画

取組実績

成果

次年度課題

平成32年度

第３期実施計画期間 前期終了年度 後期終了年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

釜石市で学んだことを、
今後本市の防災対策に
どのように生かしていく
かを検討し、実施してい
く必要がある。

釜石市の小中学校での
防災教育の取り組みや
ボランティアやＮＰＯなど
の各団体と連携した被
災者支援の方法につい
て学ぶことができた。

平成23年10月から12月
にかけての約2ヵ月間、
「釜石の奇跡」として被
害が軽減された岩手県
釜石市へ職員2人の派
遣を行った。

被災者採用職員を被災
地釜石市へ派遣

情報伝達訓練の本市課
題研究と他市の事例研
究

情報伝達訓練の一部導
入

市民を含む情報伝達訓
練の実施

防災演習の内容評価
災害時に有効な防災演
習の実施

本市・他市の防災無線
デジタル化導入事例の
調査

防災無線の更新とデジタ
ル化計画の検討

防災無線の配置詳細計
画の策定

防災無線更新・デジタル
化工事の実施

防災無線の更新計画
検討

防災訓練で防災無線を
使用し、通話状態などを
確認した。また他市の防
災無線の現状調査を
行った。

防災無線更新・デジタル
化工事の実施

通話は概ね良好だが、
一部、通話が途切れるこ
とが認識できた。府内市
町村では同報系・移動系
ともアナログの防災無線
の使用が多く、今後も調
査検討が必要であること
が確認された。

デジタル化の調査を進
めるとともに、防災訓練
での使用や、実際に使
用されることが想定され
る避難所などでのテスト
を行っていく必要があ
る。

避難判断マニュアルの
作成開始

避難判断マニュアルの
策定とマニュアルの配布

避難判断マニュアルの
運用

各種マニュアルの課題
整理

マニュアルの評価
災害時の避難体制の
確立

水害における職員向け
の避難勧告等の判断・
伝達マニュアルを作成し
た。

河川ごとに異なる避難勧
告等の基準に合わせ
て、職員体制や対応策
などの整理を行うことが
できた。

避難勧告の判断・伝達マ
ニュアルに基づいた防災
訓練を実施していく必要
がある。

本市・他市の備蓄用品と
災害資器材の配置事例
の研究

避難所の備蓄品の増
量、避難用ボートやヘリ
ポートサインの配備

備蓄用品と災害資器材
の配置の課題整理

備蓄用品と災害資器材
の配置計画を検討

備蓄用品と災害資器材
の充実

備蓄用品と災害資器材
の配置計画の評価

従来は非常食(カンパン・
飲料水等）を市の倉庫等
でのみで備蓄を行ってい
たが、避難所となってい
る小学校10校と中学校5
校に分散して配備を行っ
た。

避難所に備蓄食糧を備
えたことにより、災害時
に迅速に配布できる体
制を整えることができ
た。

備蓄場所の周知及び配
布方法の検討が必要で
ある。
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協議にまで至っておら
ず、協定締結に向けた
取り組みを今後進めて
いく必要がある。

遠隔地の自治体との防
災協定の評価

自主防災訓練内容の
評価

前期終了年度
平成27年度

協定の候補自治体につ
いての現状把握を行っ
た。

女性や若者の自主防
災組織への参加を評価

平成25年度事業

遠隔地の自治体との防
災協定締結に向けた選
定・協議

遠隔地の自治体との防
災協定締結の推進

遠隔地の自治体との防
災協定締結の推進

遠隔地の自治体との防
災協定締結

自主防災組織への女性
や若者の参加促進に向
けた本市・他市の事例研
究

地元自治会との協定を
進めていく必要がある。

自主防災組織への女性
や若者の参加促進の検
討会を開催

女性や若者の自主防災
組織への参加を評価

後期終了年度

平成32年度

自主防災支援事業600千円（防災管財課）

要援護者避難に対する
課題整理と訓練参加の
拡大

第３期実施計画期間

平成25年度

自主防災訓練内容の評
価

遠隔地の自治体との防
災協定の評価

防災対策事業4,682千円（防災管財課）・災害時要援護者支援事業1,762千円（保健福祉課）

自主防災組織の訓練内
容について、他市の事例
研究

第３期実施計画期間

前期終了年度

平成27年度

避難体制の評価

平成23年度 平成24年度

ひとり暮らし高齢者から
同意書をいただき、自治
会に対して情報提供を
行った。

地域における自主防災活動を支援します。また、女性や若い世代、障害のある人など様々な市民の参加を促進します。

平成26年度

要援護者避難について、
市と一部自主防災組織
が相互協議

迅速な避難体制の構築
自主防災組織訓練に要
援護者の参加を実施

自主防災訓練にひとり暮
らし高齢者などの要援護
の参加が見られた。

要援護者避難に対する
課題整理と訓練への一
部参加

他市町との相互協力協定や関係機関・団体・事業所との支援活動協定を進めるとともに、防災活動を支える人材の育成や活動の環境整備を図ります。
また、関係機関と協力し、要援護者を支援する体制を強化します。

○防災協力体制の強化
平成25年度事業費計

6,444千円

訓練内容について、自主
防災組織へ事例紹介

新たな自主防災訓練の
導入

後期終了年度

民間企業や私立学校と
の防災協定について、要
請を行い、民間企業4社
と一時避難所等の協定
を締結した。

防災協定の候補として、
同規模程度で同時被災
の可能性が低い自治体
を選定し、一覧を作成す
ることができた。

私立学校との一時避難
地の協定を締結し、地域
の避難所を補完していく
ことが必要である。

民間企業や私立学校と
の防災協定の要請と一
部締結

◎自主防災活動の支援
平成25年度事業費計

600千円

平成25年度事業

民間企業や私立学校と
の防災協定の要請と一
部締結

民間企業や私立学校と
の防災協定の締結

民間企業や私立学校と
の防災協定の締結

防災体制の評価 防災体制の評価

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成32年度

一部の地域で既存の避
難所を補完する体制が
できた。
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平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

台帳作成のためのシス
テムを構築し災害時要
援護者を把握することが
できた。

平成32年度

第３期実施計画期間 前期終了年度 後期終了年度

要援護支援計画の活
用

要援護者の支援計画作
成

災害時要援護者台帳の
作成

災害時要援護者台帳の
整備及び同意要援護者
台帳の作成

災害時要援護者台帳及
び同意要援護者台帳の
取扱について検討

災害時要援護者台帳及
び同意要援護者台帳の
活用

災害に備え、高齢者、障
害者等を記載した、災害
時要援護者台帳を作成
した。

災害時要援護者支援台
帳を活用した支援体制
の構築について検討を
行う。

我が家の防災をテーマ
に出前講座の実施

防災教育としての防災
講演会開催の検討

防災講演会の開催 防災講演会の開催 防災教育の浸透を評価 防災教育の浸透を評価

受講された方の防災意
識の高揚を図ることがで
きたとともに、市民の防
災に対する意見や考え
を把握することができ
た。

児童・生徒を対象とし
た、防災講演会を開催
し、防災教育などの啓発
活動を実施していく必要
がある。

市民や企業などに対して
出前講座を13回実施し、
本市の現状や家庭での
日頃の備えなどについて
啓発を行った。

○避難場所・避難路の確保
平成25年度事業費計

647,490千円

避難所の安全性を高めるとともに、地震や水害、有事など災害や危機の特性を考慮し、避難場所・避難路のさらなる確保・整備を進めます。

平成25年度事業 防災対策事業4,682千円（防災管財課）・防災拠点整備事業642,808千円（防災管財課）

第３期実施計画期間 前期終了年度 後期終了年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成32年度

避難判断マニュアルの
作成開始

避難判断マニュアルの
運用開始

避難判断マニュアルの
運用

自主防災組織による避
難路及び避難体制の課
題整理

避難判断マニュアルの
評価

災害時の避難体制の
確立

避難勧告等の判断・伝
達マニュアルを作成し、
避難者や対象地区の特
性について、河川ごとの
想定別に理解を深める
ことができた。

避難勧告等の判断・伝
達マニュアルを参考に、
災害対策本部の設置や
避難勧告の発令が実施
できるようになった。

避難勧告等の判断・伝
達マニュアルの運用とマ
ニュアルに基づいた防災
訓練を実施していく必要
がある。

要援護者避難所の再検
討

障害者等関係団体との
意見交換

要援護者避難施設の指
定

要援護者避難所の避難
所開設マニュアルの策
定

要援護者避難所の運用
要援護者避難所の評
価

要援護者避難所の現状
や課題を検討した。

要援護者避難所の増強
や通常避難所の機能強
化の必要性を認識する
ことができた。

要援護者避難所の選定
作業を進めていく必要が
ある。
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【摂津市の特色や魅力のある取組みとして進めていくこと】

計画

取組実績

成果

次年度課題

平成32年度
第３期実施計画期間 前期終了年度 後期終了年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

後期終了年度

災害資機材の評価

平成25年度事業費計

防災資機材及び備蓄用品整備事業3,411千円（防災管財課）

前期終了年度
平成27年度 平成32年度

第３期実施計画期間
平成23年度 平成24年度

災害資機材の評価

平成25年度事業

各小学校に防災資機材を備えたコミュニティ倉庫を整備しており、その活用を促進して地域での防災活動を支援します。

平成25年度 平成26年度

災害資機材を利用した
防災訓練の本市・他市
の事例研究

災害資機材を利用した
防災訓練の検討・協議

災害資機材を利用した
防災訓練の実施

自主防災活動の支援
3,411千円

公共施設の耐震化と老
朽化の課題を整理

公共施設の耐震化指針
の作成

公共施設の耐震化指針
の推進

公共施設の耐震化指針
の推進

公共施設の耐震化指針
の推進

公共施設の耐震化を評
価

公共施設の耐震化の現
状把握を行った。

耐震診断が必要な施設
の優先順位を整理する
ことができた。

耐震工事を実施するた
めの方向性を示す指針
を策定していく必要があ
る。

防災広場整備を検討
防災拠点に隣接する防
災広場の整備

防災広場の利用を促進
防災広場での防災訓練
の実施

防災広場の有効性を評
価

防災広場の有効性を評
価

防災広場の整備場所を
検討した。

既存の避難所に隣接す
る場所を選定したことに
より、相互に機能強化を
図ることができることが
確認された。

防災広場に設置するか
まどベンチや防災資機
材の選定を進めていく必
要がある。

２－２－５


